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○ 我が国建設企業の高度技術・ノウハウ等を活かした優れたインフラ・建築物等が諸外国で整備され
活用されることは、我が国にとって、国際貢献・国際協力の一面。

○ 海外展開の進展により、我が国建設業全体の活力の回復、建設業の振興に結び付く。

○ 我が国建設業の海外進出は、我が国の外貨獲得に資するほか、製造業など、我が国産業全体の
国際ビジネス活動を下支えするもの。

○ 海外での優れたインフラ・建築物等の整備は、国際社会における我が国のプレゼンスや信頼性の
向上等に直結。

建設業の海外展開の意義

我が国建設企業の海外展開は、企業自身の業績の確保・拡大等はもとより、次のような社会経済的意義
を有する。

・ 極めて厳しい国内市場環境の

中で、海外展開の推進は、建設業
の活力回復のための建設産業政
策の一つ。

国として海外展開を積極的に支援

特に、現在の状況

・ アジアや中東地域など、海外の

発展途上国等には極めて大きな
インフラニーズ等があり、経済大国
である我が国への強い期待。
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１．海外建設市場の動向

① 発展途上国・新興成長国等について
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アジアの実質ＧＤＰ成長率

アジアのGDP成長率は高い水準で推移。 今度とも成長が継続すると
見込まれている。
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3（出典） 第１1回アジアコンストラクト会議資料等(2005.9)
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4（出典） 世界銀行 “Investing in Infrastructure : What is Needed from 2000 to 2010?” (2003年7月)
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5（資料） 世界銀行・アジア開発銀行・ＪＢＩＣ 2005 “Connecting East Asia － A New Framework for Infrastructure”



中東におけるインフラ需要の増加

・建設ブームに沸く中東４カ国※は今後３年間
で更に1,500億USドル（約18兆円）をインフラ
に費やすと予測。

・中東や中国の急成長により、新興成長国の
今後３年間でのインフラ投資額は7,050億US
ドルから１兆USドル（約120兆円）に上方修正。

2006年12月発行のMerrill Lynch社 ”Global Research Highlights”（概要）

※ UAE、クウェート、カタール、バーレーン
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アジアの建設投資 (2004年)
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7（出典） 第１1回アジアコンストラクト会議資料(2005.9)



中国・インドの建設投資の推移
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8（出典） 建設経済研究所 「建設経済レポート No.47」（2006年10月）、海外建設協会 「OCAJI 2006 2&3月号」



中・東欧の建設市場の推移
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（出典） ユーロコンストラクト会議（2006.6）資料より作成。2006～2008年は予測。2005年価格。

注） 中・東欧：チェコ、ハンガリー、ポーランド、スロバキアの４カ国 9



発展途上国等のＰＰＰ事業によるインフラ整備需要

ＰＰＰ推進のための法制度・政府支援策の例 インフラPPP事業への投資額の推移

国 法制度整備・政府支援策の概要

インド ・建設費の一部負担や政府保証の引き受け等を
実施する特定目的会社※を設置(2006）

インド
ネシア

・政府内にＰＰＰ CenterやRisk Management Unit
等の支援体制の整備

・リスク管理にかかる基準・ガイドラインの策定

・用地取得に係る財政支援やインフラ保証基金設
立の検討等 (2005～)

ベト

ナム

・BOT法(1993年)や外国投資法(2000年改正）の
施行等に基づき、100％外資によるBOT等の事業
実施、土地使用料の減免、ベトナム企業の債務の
ベトナム政府等による保証等の支援策を実施

・socio-economic development plan (2006-
2010)に基づくインフラ整備において、ＰＰＰの活用
を示唆

フィリ
ピン

・改正BOT法(1994年)等により、外資企業の参入
緩和、政府融資に関する規制緩和等の優遇措置
を実施

・近年は、インド、ベトナム、マレーシア及びタイで増加。

・運輸インフラは、中国、インド、マレーシアの実績が多く、

特にインドでは道路案件が大きく増加

・上下水インフラは、中国、マレーシア、フィリピンの実績

が多い。

東アジア諸国とインドのインフラPPP事業投資額の推移
全セクター合計
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び2006)資料、日本アセアンＨＰ、JICAＨＰ、Vietnam News Brief Service記事
(06/06/20)

※India Infrastructure Finance Company Limited

10出典）世界銀行 PPIデータベースより作成



１．海外建設市場の動向

② 先進国について
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欧米諸国：平成2～16年は実績（OECD National Accountより）、平成17、18年は推計（EU経済金融常任理事会発行資料より）

先進国における社会資本整備の投資水準

一般政府固定資本形成（対ＧＤＰ比）
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米国の建設投資の推移
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西欧の建設市場の推移
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（出典） ユーロコンストラクト会議(2006.06)資料より作成。2006～2008年は予測。2005年価格。
注） 西欧： オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、
スペイン、スウェーデン、スイス、イギリス 14



我が国における将来的な建設投資の減少

（兆円） 建設投資の中長期予測

23.5
18.5 18.5

18.4

17.9
14

8

9.1
10.6

5.3
5.3

5.1

0

1.1

1.1

0

10

20

30

40

50

60

2003年度 2010年度 2020年度

民間 その他

民間 非住宅（土木）

民間 非住宅（建築）

民間 住宅

政府

※実質GDP成長率 2006-2010年度 1.5%、 2011-2020年度 2.0%の場合

15（出典） 建設経済研究所 「建設投資等の中長期予測」 （2005.08）



我が国における維持管理・更新費の増大

２０３０年度には、維持管理・更新費が投資全体の６５%を占めると予測。

維持管理・更新投資の見通し
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○国土交通省所管の社会資本８分野（道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸）を対象に、今後２５年間の維持管理・更新費を推計した。

○推計に際しては、投資可能総額の伸びが、２００５年度以降対前年比±０％の場合のケースを設定した。
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大規模なトンネルや橋梁の建設技術など、我が国の優れた技術・
ノウハウ等は、当面、日本建設市場では十分な需要が期待できな
いが、海外市場には、それを活用できる大きな需要が存在。

市場の変化に対応した動きも必要

市場の変化への柔軟な対応

〇 建設投資の減少傾向

〇 維持管理費・更新費の増加

〇 建設投資の拡大基調

〇 アジア・中東等での高いインフラ・
開発需要。新規建設工事の需要大。

日本建設市場の動向海外建設市場の動向

＜質量両面の市場の変化＞
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２．建設企業の海外展開の現状

① 概 観
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19（出典）海外建設協会資料
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（出典）海外建設協会資料 20



我が国建設業の国別受注実績 （上位１０カ国）

（単位：億円）

11,71284ヵ国10,61777ヵ国8,98266ヵ国7,58476ヵ国計

2,43174ヵ国2,68467ヵ国1,60456ヵ国1,32266ヵ国11以下

307香港364インドネシア294インドネシア197インドネシア10

379ベトナム418香港320マレ－シア261ベトナム9

396カタール504フィリピン339フィリピン278イギリス8

447マレーシア570トルコ411ベトナム408タイ7

938中国584タイ571中国428中国6

998台湾592台湾609香港455UAE5

1,084シンガポール812中国1,098タイ530香港4

1,137タイ933ベトナム1,139台湾933米国3

1,503ＵＡＥ1,055シンガポ－ル1,180シンガポ－ル1,104台湾2

2,093米国2,100米国1,417米国1,667シンガポ－ル1

金額国名金額国名金額国名金額国名順位

2005200420032002年度

21（出典）海外建設協会資料
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22（出典）海外建設協会資料
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23（出典）海外建設協会資料



２．建設企業の海外展開の現状

② 具体的な事業スキーム例
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Ｗ外国航空会社

機器調達・設計・施工

代金
A建設会社

Ｂ外国建設会社

Ｘ商社（日本）

コンソーシアム

発注者の自己資金による単純請負の事業スキーム

A建設会社 外国地方政府

施工

代金

施工のみ請け負うケース

設計・施工を請け負うケース

※本件は航空機格納庫の整備案件
25



外国地方政府

市中銀行団
協調

ボンド提出 ・ ①のアレンジ・
機器搬入 ・施工

代金

協調融資

事業収入から
の返済

海外事業資金貸付保険

融資
入札ボンド、

パフォーマンスボンド

事業収入から
の返済バイヤーズクレジット

B建設会社 / C建設会社
/ Ｇ外国建設会社

Y商社（日本） / 
Z重工（日本）

土木・建築工事ポーション

鉄道システムポーション

①ファイナンス・スキーム

政府発注（ﾍﾞﾝﾀﾞｰﾌｧｲﾅﾝｽ型※）の事業スキーム

コンソーシアム

（日本貿易保険） （国際協力銀行）

鉄道プロジェクトのイメージ図※応札者が発注者の資金調達案をセット
にした事業計画を提案する入札方法

26



銀行
(ANZ, Macquarie Bank,
Commonwealth Bank等)

Transurban City Link社

ビクトリア州政府

D建設会社

投資会社

Transfield
（豪建設会社）

DAA
（Development Allowance Authority）

（豪政府機関）

Transfield
/ D建設会社

利用者

BHE Translink
Systems

設計・施工

Translink
Operations

運営・維持管理

設計 ETCシステム

インフラ融資 795mA$                           

用地リース料

出資
510mA$

通行料金

融資・社債引受
1.3bA$

投資家

社債販売 社債購入

※メルボルン・シティー・リンク事業
メルボルン市中心部周辺の独立した高速道路をリンクして、連続した幹線道路を建設する事業。総事業費20億A$(約1,600
億円)。契約期間(1999～2033年)

インフラ社債 454mA$                           

エクイティ
ファイナンス 投資家

1A$ = 約80円（契約時の為替レート）

SPC設立型の事業スキーム ① （ﾒﾙﾎﾞﾙﾝ・ｼﾃｨｰ・ﾘﾝｸ事業）

ＪＶ

27（出典） 国土交通省 国土交通政策研究第４５号



※インドネシア・スナヤン・プロジェクト
我が国建設業の海外でのPFI方式導入事例。インドネシア政府が提供した土地に施設（オフィス・住宅・デパート・モール・ホテル
の複合開発）を建設し、40年間の運営後、土地建物を政府に無償譲渡するプロジェクト。

F建設会社 市中銀行

F建設会社の子会社
（シンガポール法人）

SPC
（インドネシア法人）

テナント インドネシア政府

ローカルパートナー

F建設会社グループ

融資

融資

出資

出資

賃料

出資
施工 ・ 建機搬入 代金

SPC設立型の事業スキーム ② （ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ｽﾅﾔﾝ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

28

BOT契約 (Buiｌt-Operate-Transfer)

（参考） Ｆ建設会社ホームページ



２．建設企業の海外展開の現状

③ 保有技術を活かした中小企業の取り組み

29



国内での大規模工事の受注が困難であり、保有技術を海外
に活かし、国内の減少する工事受注のカバーを海外に求めた。

２．取組の背景

【対象工事】
地下鉄・下水道・電力管路等の基盤整備
【事業先】
韓国内

３．対象工事と事業先等

韓国内では初めてとなる光州市及び釜山市の地下鉄
シールド工事を、現地ゼネコンから技術支援の依頼を受け
るなど、技術面を評価され受注、施工したことにより、韓国
の学会、官界、業界に認知され、信用の向上が図られた。

１．概要

当時、韓国においては、外資系企業の進出が認められていな
かったため、現地法人を設立した。平成12年1月にソウル支店
を設立し、更なる受注に向けて営業活動を展開した。社員教
育は、OJTが主となっており、6名の日本人スタッフ（うち4名は
大手ゼネコンからの退職者）、15名の韓国人スタッフ（工事ご
との契約社員）を配置している。協力業者への発注、資材調達、
現場業務については、韓国人スタッフが対応。

４．事業実施体制等

土木の専門工事業者が韓国の地下鉄シールド工事を受注
A建設会社（神奈川県）

保有技術を活かした中小企業の取り組み ①
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日本で受入れた外国人研修生が多くなり、活用を検
討し、浙江省の協力企業に働きかけを行ったところ、合
弁会社を立ち上げ、新規事業展開を図ることとなった。

２．取組の背景

【対象工事】
図書館、工場、マンション建設工事など
【事業先】
浙江省・・帰国研修生がおり、協力企業もいるため

３．対象工事と事業先等

過去に受入れた外国人研修生を活用し、浙江省に受
入れ協力企業との合弁会社を設立。中国に比較して
効率的な日本の加工機械を持ち込み、工場を借り上
げ、鉄筋加工・取付を行う。

１．概要

資本金１１２万元（60%出資）の合弁会社を設立。
従業員8名（帰国研修生6名、協力会社派遣事務員2
名）

４．実施体制等

鉄筋工事業の中国浙江省進出
B建設会社（愛知県）

保有技術を活かした中小企業の取り組み ②
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日本での研修・技能実習を修了した帰国生が本
国への帰国後も引き続き応援したいとの強い思い
が中国進出への動機。

２．取組の背景

【対象工事】
都市部の住宅など
【事業先】
南京・・住宅空き室の減少、中古物件取引の繁栄、
新規住宅地開発など内装工事出来高が増加して
おり、今後の需要も見込まれたため

３．対象工事と事業先等

中国で建設される住宅の内装を主に、施工管理、
品質管理、アフターサービス等の充実した日本ブラ
ンドを前面に押し出すことにより、新たな受注の掘
り起こしを目指す。

１．概要

１００％子会社を南京に設立。

４．実施体制等

内装業の中国（南京）への進出
C建設会社（千葉県）

保有技術を活かした中小企業の取り組み ③
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福岡県は、地理的にも中国に近いため、２０年前から中
国への進出は、地元同友会の中でもテーマとなっており、
取組を開始した。

【対象工事】
現地にいる日本企業の住人の家やマンションなど
【事業先】
①杭州市・・・新規事業展開には適当な規模の都市であっ
たため
②大連市・・・日系企業が２０年前から進出しており、北九
州市と姉妹都市であることから、行政のバックアップが期
待できるため

３．対象工事と事業先等

中国で建設される建物の日本的内装を主に、その設計
からインテリアに至るデザインを提案し販売。同時に、日本
的家具・建具も販売する。家具や建具は、現地で購入・製
作及び日本からの輸入を検討。

１．概要

D建設会社が主体として行うが、現地に駐在している日
本人関係者にマーケティング調査や営業を委託している。

４．事業実施体制等

中国で日本的「和風」のデザイン・設計・インテリア・日本古来の建築技術・建築資材の普及
D建設会社（福岡県）

保有技術を活かした中小企業の取り組み ④
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過去に受入れた研修生から、塗装業での青島市進
出のオファーと、青島市へ事業成功を収めている企業
からの誘いがあり、進出することとなった。

２．取組の背景

【対象工事】
マンション・ビル等の新築工事及び改装工事の外壁塗
装・内装工事
【事業先】
青島市：エージェントの研修生がいるため

３．対象工事と事業先等

自社で受入れた中国人研修生をエージェントとし、中
国青島市のマンション、ビル等へ、メイドインジャパンを
売りに、外壁塗装・内装工事を受注する。大手日本塗
料メーカーの上海工場等を活用し、材料、資材調達プ
ロセスの確保、現地情報収集を行う。

１．概要

青島市に独資による現地法人を設立。営業プロセス
はエージェントの人脈を活用。計画及び管理、技術指
導は日本から出向した社員を活用。現場施工は現地
人材を活用。

４．事業実施体制等

受入れ研修生を活用し、外壁塗装・内装工事業での中国青島市へ進出
E建設会社（山口県）

保有技術を活かした中小企業の取り組み ⑤
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２．建設企業の海外展開の現状

④ 海外企業の国際展開の状況

35



（2005年実績/百万ドル）

海外の大手建設企業の海外売上比率

総売上高 海外売上高 海外売上比率

（９） 鹿島建設 13,344 1,882 14.1%

（１０） 大成建設 13,138 1,360 10.4%

（１３） 大林組 12,152 1,551 12.8%

（１４） 清水建設 11,509 1,047 9.1%

（１８） 竹中工務店 10,012 1,212 12.1%

52.5%7,66214,606（６） ＢECHTEL（米）

79.4%11,90414,984（５） SKANSKA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）

86.6%14,73317,015（３） HOCHTIEF（独）

39.4%7,79419,760（２） BOUYGUES（仏）

38.3%10,26826,810（１） VINCI（仏）

海外売上比率海外売上高総売上高

大手５社合計 93,175           52,361                 59.2%

海外大手５社

日本大手５社

大手５社合計 60,155            7,052                  11.7%

36（出典） “ENR” December, 2006 “The Top 225 International Contractors” ※括弧内はENR誌による総売上世界ランキング



中国・韓国建設企業の台頭

○総売上高（国内＋海外）上位10社 ○海外売上高上位
（百万$）

1 HOCHTIEF （独）

SKANSKA （スウェーデン）

VINCI （仏）

STRABAG （オーストリア）

BOUYGUES （仏）

KBR （米）

中国建築工程総公司（中）

23 鹿島建設 1,882

28 大林組 1,551

31 大成建設 1,360

54 現代建設（韓） 636

14,733

2 11,904

3 10,268

4 8,719

5 7,794

6 7,722

20 2,076

（百万$）

1 VINCI （仏）

BOUYGUES （仏）

HOCHTIEF （独）

4 中国鉄路工程総公司（中） 15,360

5 SKANSKA （スウェーデン） 14,984

7 中国鉄道建築総公司（中） 14,432

6 BECHTEL （米） 14,606

GRUPO ACS （西）

鹿島建設

大成建設

26,810

2 19,760

3 17,015

8 14,291

9 13,344

10 13,138

…
…

37（出典） “ENR” December, 2006 “The Top 225 International Contractors”



欧州大手建設企業の状況について ①

＜売上高と経常利益率＞

（億円）

7.7%
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9.0%

売上高 （左軸） 経常利益率 （右軸）

38(出典) 各社 Annual Report 2005
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仏
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欧州大手建設企業の状況について ②

＜地域別の売上高＞
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アフリカ

(出典) 各社 Annual Report 2005



欧州大手建設企業の状況について ③

＜部門別の売上高＞
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空港事業

その他
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通信事業
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40(出典) 各社 Annual Report 2005



欧州大手建設企業の状況について ④

＜部門別の経常利益＞
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41(出典) 各社 Annual Report 2005



欧州大手建設企業の状況について ⑤

＜Bouygues社 部門別の売上高・経常利益率＞
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(出典) Bouｙgues社 Annual Report 2005 42



３．今後の取り組みについて

～建設日本の「底力」を海外へ～

43



１．我が国の国際競争力の強化
（８）内需依存型産業・製品の国際展開支援

国内需要が中心であるファッション、日用品、超高速船舶等や、海外の基盤整備

にも貢献する建設業、鉄道システムといった産業・製品について、その特徴、高い技術
力・ノウハウ等の強みをいかした国際展開や輸出振興に向けた取組を支援する。

２．アジア等海外のダイナミズムの取り組み
（１）日本のイニシアチブによる東アジア経済統合の推進
③日本の経験や知恵をいかした東アジア共通の産業基盤の整備

東アジアワイドの経済活動を支える制度構築、産業人材育成、産業インフラ整備を

日本の経験や知恵を最大限いかしつつ、重点化を図りながら、効果的・効率的に進め
る。 ・・（略）・・
さらに、産業発展に不可欠な電力や運輸・通信分野等のインフラ整備において、地

域・国ごとの状況を踏まえ、官民パートナーシップを強化し、経済協力を活用しながら、
製造や建設分野等における優れた技術・ノウハウを東アジア共通の基盤として普及させ
ていく。

経済成長戦略大綱【抜粋】
平成１８年７月６日 財政・経済一体改革会議

経済成長戦略大綱
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我が国建設業が世界に誇る優れた技術

我が国建設業は、我が国特有の自然的・地理的条件等を背景に、世界に誇る
優れた技術・ノウハウ等を蓄積・発展させており、潜在的に国際競争力を有する。

※２ 振り子のように揺れる錘を建物の揺れを
打ち消す方向に作用させることにより、建物の
強風時の揺れや地震後の後揺れを効果的に低
減させる技術。

アクティブ制振技術※２

を活用した建築物
ＰＣ（プレストレストコンクリート）※１

技術を活用した橋梁シールドトンネル技術

※１ 予めコンクリートに圧縮応力を
作用させることによって、ひびわれを
生じさせない構造にしたコンクリート。

45※ 写真は各建設会社のホームページ掲載分



基 本 的 な 考 え 方

我が国建設業の
「 底 力 」

工期遵守の
工程管理力

自然的・地理的条件等
のもとで蓄積した技術力

資金力

（ファイナンス力）

維持管理・修繕に至る
メンテナンス力

経験豊かな人材

建設日本の「底力」を海外へ

行政として、「底力」を有し、業績拡大、
国際貢献等のため、その力を海外で
発揮しようとする“頑張る建設企業”
を最大限に支援。
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海外展開上の諸課題

海外建設市場での受注拡大に向けた相手国

市場での的確なプレゼンス実施による知度度・
信頼度等の向上。

海外展開の進展に向けた、海外建設ﾋﾞｼﾞﾈｽ

を担う人材の確保・育成、進出相手国の情報
収集・分析力の向上。

各国の多様な海外事業案件に対応できる、

ﾌｧｲﾅﾝｽ能力向上やﾘｽｸ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺｽﾄ競争
力の確保。

自由な事業活動と受注機会を拡大する、

規制撤廃等の相手国市場の自由化や新たに
ﾆｰｽﾞの広がるＰＰＰ事業への対応など、 海外
市場の開拓・拡大。

海外事業展開を図る自社や在外公館、関係

機関等のｻﾎﾟｰﾄ体制や、海外実績に対する評価
の充実。

我が国建設企業による海外事業活動の展開には、大別して、次のような課題。
これら諸課題に適切に対処し、国際競争力を高めることが重要。

売り込み・ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽの強化

ﾌｧｲﾅﾝｽ力の強化とｺｽﾄ・ﾘｽｸ管理の徹底

人材確保・育成と情報収集

海外建設市場（ﾏｰｹｯﾄ）の開拓・拡大 ｻﾎﾟｰﾄ体制・評価の充実
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「底力」の発揮を支える重点的な取り組み

「底力」の発揮には、まずは海外での売り込みや営業力の強化が不可欠。
このため、次のような取り組みを重点的に実施。

★ 「JAPAN建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ」の支持を拡大する海外ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽの実施や国際見本市等
への出展支援

★多様な海外ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの資金需要に対応できるファイナンスの強化
（PPP（官民協働）事業に対するＯＤＡの活用、案件形成の可能性を高める国際協力銀行の
輸出金融等の活用幅の拡大支援）

★ 「海外展開ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(仮称)」と「海外建設工事ﾗｲﾌﾞﾗﾘ(仮称)」の設置
（海外建設ビジネスに係る相談の受付と海外市場環境等の閲覧データの整備）

★ 海外契約実務など、人材研修の充実支援
（海外建設協会等で行う海外派遣人材の研修に対する支援）

★ 中小建設企業の海外市場開拓に向けた建設業振興基金の機能強化
（市場調査等の支援や海外事業での協働に向けた外国人研修生等の帰国後の就労状況の把握）
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海外建設市場(マー
ケット)の開拓・拡大

売り込み・
プレゼンスの強化

ファイナンス力の
強化とコスト・リスク
管理の徹底

サポート体制・

評価の充実
人材確保・育成と
情報収集

〇EPAやWTO等の
外交交渉による国際
市場環境の改善

〇ODA事業の魅力向
上

〇ＰＰＰ事業等の案件
形成の促進

〇「エネルギー・イン
フラ外交」の推進

〇「海外展開アドバイ
ザー（仮称）」の設置

〇契約実務等、海外
派遣人材の研修支援

〇海外ビジネス環境等
の調査研究

〇「海外建設工事ライブ
ラリ （仮称）」の設置

〇中小建設企業の海外
進出事例集の作成

〇外国人研修・実習生
のネットワーク化

〇二国間「建設交流会
議」の開催

〇国際見本市・展示会
等への出展支援

〇CDM事業等の推進

〇トップセールス、ミッ
ション派遣

〇「サイト・ビジット」等
による広報

〇戦略的広報の実施
支援

〇ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ
等の人材育成支援

〇保険等の活用・充実

〇ファイナンス力向上
のための取組強化

〇中小建設企業等への
資金面での支援

〇海外建設コンサルタン
トとの連携強化

〇世界における建設資
材の動向調査

〇在外公館等のバック
アップ拡大

〇経営事項審査での海
外評価の拡充

〇日本企業との連携を望
む外国企業の情報提供

〇「建設日本大賞（仮称）」
の創設

〇「産官学連携推進会
議」の構築・運営

〇入札・契約制度の改善

〇大学等へのプロジェ ク
ト教育の働きかけ

支 援 策 例

建設業の戦略的な海外展開の推進 （全体像）

建設業の戦略的な海外展開 世界の中で信任を勝ち取り、
確固たる地歩を構築

海外展開上の５つの課題
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国際競争力強化

建設業国際展開総合支援

具体案件の形成業界全体の企業力の向上

海外展開・インフラ整備の促進！

【ねらい】

・事業のリスク低減による我が国建設業の国際展開の支援
・我が国の優れた技術やノウハウを活用しやすい案件の形成
・途上国のインフラ利用者への優良なサービスの提供

官民協働型インフラ整備の促進（ＰＰＰ）

③推進体制の整備
○総合的な推進体制の整備

・「産官学連携推進会議（プラットフォーム）」の構築・運営等

①「体質強化」に向けた支援

○国際市場対応人材育成の支援

・国際市場で必要な知識・ノウハウ等の研修を実施

○海外展開に必要な専門情報の共有化

・海外建設・不動産市場関係調査の実施

・「海外建設工事ライブラリ」の設置（データベース化）

②プレゼンス強化策
・交流会議やプレスコンファレンス等の開催

・産官学一体によるミッション派遣

・海外ニーズに的確に応えるＰＲ用コンテンツの作成

○国内市場の縮小による競争激化の中で、国際競争力の強化を図り、国内依存度の高い産業構造を転換。同時に、
海外インフラ整備の案件形成を促進し、建設業の海外市場への展開を推進。

①プロジェクトの案件形成の支援

○途上国のインフラの整備・運営計画の策定

・アセットマネジメントを考慮した施設整備計画の策定

・我が国の建設技術や維持管理技術の現地適用性の評価
・インフラの維持管理や運営を担う組織体制の提案
・資金調達手法の調査、提案

○国内支援体制の整備

・各分野の学識経験者からなる国内支援体制等の構築・運営

②プロジェクトへの相手国関係者の理解促進
・プロジェクトにかかるシンポジウム開催

・プロジェクトに必要な技術セミナーや研修の実施

（８）国内依存型産業・製品の国際展開支援

海外の基盤整備にも貢献する建設業について、その特徴、高い技術力・ノウ
ハウ等の強みをいかした国際展開に向けた取組を支援する。

産業発展に不可欠な電力や運輸・通信分野等のインフラ整備において、地域・国ごとの状況を踏
まえ、官民パートナーシップを強化し、経済協力を活用しながら、建設分野等における優れた技
術・ノウハウを東アジア共通の基盤として普及させていく。

③日本経験や知恵をいかした東アジア共通の産業基盤の整備

～経済成長戦略大綱 (平成18年7月6日財政・経済一体改革会議）～

１．我が国の国際競争力の強化
２．アジア等海外のダイナミズムの取り組み
（１）日本のイニシアチブによる東アジア経済統合の推進

H19年度予算案（経済成長戦略推進
特別枠）： 68,000千円 （参 考）
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トップセールスの実施

シラク大統領は北京市内で胡錦涛・主席と会談し、現在の国際関
係における「熱点（ホットスポット）」に関して話し合う予定。
シラク大統領は04年の訪中に際してもフランス企業の代表団を同
行し、総額40億ユーロ（約6000億円）以上の契約締結を成功させて
いる。そのため、 メディアは「フランス最高のセールスマン」などと評
した。04年の訪中時には、エアバス社が24億ユーロ以上の旅客機
販売契約をまとめ、経営危機に陥って いたアルストム社が高速列車
車両と水力発電所に関連する総額14億ユーロの契約締結に成功す
るなどの成果を上げていることから、今回の訪中に際してもフラ ンス

企業と中国側の間で大型の契約が結ばれることが確実視されてい
る。
今回の訪中では、航空機分野では機体購入に関する契約の他、
天津浜海新区におけるエアバスA－320シリーズの組み立て工場建
設に関して、中仏双方が交渉するとみられている。高速鉄道車両に
関しても、アルストム社が既に受注拡大を希望する意向を示してい
る

積極的な海外展開を実現するため、我が国要人の外国訪問の機会に、
積極的な売り込みを行う。

シラク大統領が訪中、仏企業30社以上も同行 （2006年10月25日付け サーチナ・中国情報局）

（参 考）
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要人による 『サイト・ビジット』を通じたPR （参 考）

※ 小泉総理の訪問を報じる記事（Turkish Daily News 電子版より）

北側大臣によるデリー・メトロ （デリー高速輸送
システム建設事業） の視察
（インド：2006年7月）
施工： 熊谷組等

小泉総理によるボスポラス海峡地下鉄工事視察
（トルコ：2006年1月）
施工： 大成建設、熊谷組等
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国際見本市・展示会等への出展

１ MIPIMへの参加目的
政府・地方自治体・民間不動産会社等による都市再生に関する支援や取組
状況等について、積極的に「都市セール ス」を行ない、外資系企業の誘致促
進の一助とすることを目的として、ＭＩＰＩＭへ参加・出展

２ 開催期間・場所等
1) 開催期間： 平成16年3月9日（火）～12日（金）
2) 場所： カンヌ・フェスティバル会場（フランス）

３ 出展等の概要
(1) 出展者（政府、地方公共団体、民間不動産会社等による共同出展）
国： 国土交通省、都市再生本部事務局
地方公共団体： 東京都、大阪府等
民間企業： 三井不動産、三菱地所、森ビル等

(2) Japanブースによる展示等
主たる展示内容等
〇入り口広告スペース（９面マルチディスプレイ）
・日本ブース、ジャパンコンファレンス等の告知

〇ブースＡ（アンテナ・ブース・パネル・ビデオ・３Ｄ映像・日本橋絵屏
風）
・都市再生に対する政府の取り組みをアピール
・企業進出や投資の対象としての日本の魅力を総合的にアピール

国際見本市の事例 （国交省都市・地域整備局）

不動産プロフェッショナル国際マーケット会議（ＭＩＰＩＭ）

展示パネル

展示ブース

作成パンフレット

国際見本市・展示会等への出展の支援を通じて、我が国建設業の優れた
技術等の売り込みを強化。

（参 考）
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二国間「建設交流会議」の開催

建設分野における交流を推進し、両国建設会社間の相互理解の増進、
協働関係の構築を図ることを目的に、セミナーやビジネス・マッチング
から構成される二国間会議を開催。

２００５年３月 日比建設産業会議

７月 日馬建設業交流会議

１２月 日印建設交流会議

２００６年１月 日越建設交流会議

１月 日馬建設交流会議(第２回)

３月 日尼建設会議(環境セミナー)

１０月 日土建設交流会議

１２月 日越建設産業会議(環境セミナー)

これまでに開催した建設業の二国間会議

ビジネス・マッチングの模様

セミナーの模様

日本側スピーチ

ビジネス・マッチングの模様

（参 考）

54



・建設業関連法令制度

・主要企業等の状況

・日系企業の進出状況・外国人研修生・実習生等の帰国後

海外建設工事ライブラリ（仮称）

国別建設市場環境情報

進出企業情報

現地での工事情報

・施工事例

海外との人材ネットワーク情報

・現地企業の情報

・資機材の調達関連情報

・建設市場の動向

法令制度、税制、就労許可制度

・不動産業の海外展開の状況

海外建設市場関連データベースの整備例

進出相手国の建設業関連法令や建設・不動産市場の動向等、海外展開に
際して必要となる一般的な情報を共有するため、データベースを整備する。

（参 考）

の就業状況
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